
 
 
 

「枠組み法化」の典型例としての特別用途地区条例の法的
検討

佐々木 晶二

．本研究の目的

筆者が所属する土地総合研究所では、「縮退の時

代における都市計画制度に関する研究会」を継続

して実施していた。この研究会の一つの成果とし

て、 年に『都市計画法制の枠組み法化』と

いう報告書をまとめ、この中で、都市計画法制に

おける法律の規律密度を下げ、内容をできるだけ

条例に委ねる「枠組み法化」を提案している。

この提案の背景として、地方公共団体の自主性

を高めるという観点から都市計画法制の規律密度

を下げるべきという地方分権の観点からの議論が

ある。

筆者は都市計画法制の「枠組み法化」、規律密度

を下げるという方向に反対するものではないが、

実際に「枠組み法化」をした場合にも、課題が生

じる可能性があり、その対応策を考える必要があ

るのでは、という問題意識を持っている。

このため、本稿では、現行の都市計画法制にお

いて、最も「枠組み法化」が実現している特別用

途地区制度をとりあげ、地方公共団体における条

例制定の実態と課題、そして対策を提案し、今後

の都市計画法制を「枠組み法化」するにあたって

の具体的な示唆を得ることを目的とする。

                                                      
亘理格・生田長人編集代表『都市計画法制の枠組み法

化』（一般財団法人土地総合研究所、 ）

田丸大「法令の規律密度の低下と地方分権改革」（『駒

澤法学』（ 、 ）において。地方分権と都市

計画制度の規律密度の議論は詳しく紹介されている。

．既往研究の整理と本研究の位置づけ

特別用途地区の実態調査については、多くの研

究が行われている。まず、これまでの研究におけ

る全体像の把握については、都市計画年報を前提

に行われてきた。しかし、都市計画年報における

特別用途地区の都市計画決定状況データは、特別

用途地区条例の制定からの把握に照らし合わせて

みると、大幅な遺漏があり、特別用途地区制度の

全体像の把握の資料としては課題があるといわざ

るをえない。

特別用途制度の制度分析としては、これまでの

研究は、用途制限や形態制限の内容の把握や大規

                                                      
小林重敬編著『条例による総合的なまちづくり』（学

芸出版社、 ）（以下「小林条例」という） 頁参照。

本研究において把握した特別用途地区条例制定市町

村は 、特別用途地区条例を制定している都県は で

ある。これを特別用途地区が決定されている都市数とし

てみると、都県条例での対象都市数が なので、 で

ある。これに対して、都市計画年報 で示されてい

る特別用途地区を制定している都市数は である。こ

の差のうち、都市計画年報の都市数が大きくなる要因と

しては、既に存在しない鳩ヶ谷市、三好町、清武町を都

市計画年報で都市数にカウントしていること、条例が存

在しないが特別用途地区を定めている海老名市をカウ

ントしていることである。逆に、本研究で把握した特別

用途地区決定都市数が大きくなる要因としては、都市計

画年報が、東京都特別区を 都市とカウントしているの

に対して、本研究では特別区ごとにカウントしたことで

ある。残りの差 都市は、都市計画年報の遺漏と推定

される。

建設省都市局都市計画課、財団法人国土開発技術研究

センター「特別用途地区制度の活用方策に関する調査」

（ ）、小松ゆり枝ほか「土地利用整序手法の進化過

程における特別用途地区の制度的特性に関する研究」
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模集客施設の立地調整の運用実態把握を行ってい

るが、本研究で着目している、特別用途地区条例

に基づく地方公共団体の許可制度に着目して分析

したものはない。

以上の研究は主に、都市工学の視点から行われ

ているが、これと別に、法学の観点からの研究も

存在する。これらの研究は、既述の『都市計画制

度の枠組み法化』で詳述されている、都市計画法

制全体のあり方の研究、さらに、行政法分野での

論点、例えば行政裁量論という論点から建築基準

法の一部を分析する研究が行われている。しかし、

これらの研究は、都市計画法、建築基準法に関す

る概括的又は理論的分析にとどまっており、特別

用途地区に特化したものではない。また、行政法

学者以外の法的分析としては、特別用途地区制度

について、行政実務家の研究があるものの、これ

は所管法令の解釈論にとどまっている。よって、

行政法学の観点からも、具体の特別用途地区条例

に特化し、かつ、地方公共団体独自の取組みにつ

いて分析したものは存在しない。

本研究では、特別用途地区条例について網羅的

かつ正確にその実態を把握した点、地方公共団体

の特別用途地区条例に基づく許可制度に着目して、

地方公共団体独自の取組を明らかにした点、これ

らの独自の許可制度についての法的検討を行った

点において、新規性・実践性がある。

．特別用途地区制度の特徴

特別用途地区制度は、都市計画法第 条第 項

第 号の において、地域地区の一つとして位置

                                                                                
（第 回都市計画学会学術論文、 ） 頁から

頁、藤井祥子ほか「建築条例の側面からみた特別用途地

区の活用可能性に関する考察」（第 回都市計画学会学

術論文集、 ） 頁から 頁）、伊藤弘基「特別

用途地区における大規模集客施設の立地規制における

自治体間の調整実態に関する研究」（日本都市計画学会

論文集 、 、 ）参照。

例えば、平裕介「建築基準法上の総合設計許可に係る

行政裁量の統制に関する一考察」（法政論叢、 ）、

、 、 頁参照。

建築基準法研究会編「建築基準法質疑応答集（加除式）」

（第一法規、 ）参照。

づけられている。計画事項として、同条第 項第

号に基づき「位置、区域及び指定の目的」を定

めること、そして、同法第 条第 項で規定する

定め方 に従い都市計画として定めることとなっ

ている。

具体的な規制内容は、建築基準法に委ねられて

いる。建築基準法第 条第 項では、第 条の

用途規制に加えて、「地区の指定の目的のためにす

る建築物の建築の制限又は禁止に関して必要な規

定は、地方公共団体の条例で定める。」とされ、同

条第 項で、国土交通大臣の承認を得て、条例で、

第 条の用途規制を緩和することができるとさ

れている。さらに、特別用途地区条例では用途規

制の強化又は緩和に併せて、同法第 条に基づき、

建築物の敷地、構造又は建築設備に関する制限を

条例で定めることができることとなっている。

以上のとおり、特別用途地区制度は、都市計画

法及び建築基準法に基づき、条例によって用途地

域に基づく用途規制の強化又は緩和が可能であり、

さらに、建築物の構造、設備等の制限も条例で付

加でき、それらの条例の具体的内容の定め方につ

いては法令上の制限は存在しない。

特別用途地区制度のこの特徴は、類似の効果を

持つ地区計画制度に比べても、法令上、都市計画

の内容や条例制定の内容を制約する要素が、極め

て少ない。

この意味で現行の都市計画法制上、最も法律に

よる規律密度が低く、枠組み法化された制度と整

理できる。

                                                      
「地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環境の保

護等の特別の目的の実現を図るため当該用途地域の指

定を補完して定める」と規定されている。

地区計画制度では、都市計画法第 条の 第 項か

ら第 項で都市計画の計画事項を限定列挙しているこ

と、さらに、この都市計画を前提として定める地区計画

条例についても、建築基準法第 条の 及び建築基準

法施行令第 条の の において、条例における各計

画事項の定め方や条例による規制に対する条例におけ

る適用除外規定の定め方など詳細に規定している。地区

計画制度と特別用途地区制度の比較については、小林条

例 頁参照。
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（図表 ）特別用途地区制度の改正経緯

（備考） 年の行の住宅局通達及び 年の行の住宅局通知は脚注参照 。

．特別用途地区制度の改正経緯

特別用途地区制度は、現行建築基準法が制定さ

れた 年から存在する制度である。その改正経

緯は図表 のとおり。

．特別用途地区条例の実態

特別用途地区条例の全体像

特別用途地区条例の正確な実態を把握するため、

近年整備された条例に関するデータによって全都

道府県及び全市町村における特別用途地区条例を

把握した 。

                                                      
建設省住宅局長「用途地域等の決定と建築行政につ

いて」（ ）（以下「 年住宅局通達」とい

う）参照。

建設省住宅局「地方分権に伴う住宅・建築行政に関

する通達の取扱いについて」（ ）（以下「

年住宅局通知」という）参照。

条例の分析は、条例 アーカイブデータベースで

行った。 は以下のとおり。（最終閲覧 ）

。以下条例分析の

データは 時点のものである。

（図表 ）市町村が制定した特別用途地区条例
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（図表 ）都道府県が制定した特別用途地区条例

市町村が制定した特別用途地区条例のブロック

別データ及び都県制定の特別用途地区条例の全体

像は図表 及び図表 のとおりである。

これによれば、四国ブロックでやや低調なもの

の、特別用途地区条例の制定及び条例独自の取組

みが全国的に進展していることが明らかになる。

法律で定めていたメニュー外の目的を有する

特別用途地区条例

年の都市計画法改正によって特別用途地区

の法律上のメニューが廃止された背景には、大規

模店舗の立地規制の見直しと中心市街地の活性化

に関する法制度の整備があった。

この法改正以降の、地方公共団体における条例

制定状況は図表 に示すとおりである。

具体的には、メニューが廃止された 年以降

に、制定年度別 にメニュー外の目的を有する特

別用途地区条例の制定状況をみると、メニュー以

外の特別用途地区条例が着実に制定されている。

さらに、詳細にみると、 年の改正時に想定

していた大規模店舗立地規制を行う「大規模集客

施設制限地区」 以外の目的（図表 のオレンジ

                                                      
法のメニュー外の目的の特別用途地区条例を定めた

もののうち、札幌市条例は建築基準法施行条例で特別用

途地区部分の制定年が不明であること、稚内市、中標津

町、仙台市、山形市、長井市、岐阜市、多治見市、神戸

市、宮崎市、浦添市の 条例で法メニューが存在する

条例にメニュー外の特別用途地区条例部分を追加して

いることから、特別用途地区部分の制定年が不明である。

これを除いたものを図表 で制定年別に表示している。

図表 において、 年から 年にかけて大規模

集客施設制限を目的とする条例が多く制定されている

のは、 年に中心市街地活性化関係の法改正が行わ

れたことを背景としている。ただし、この時点で特別用

途地区制度の変更は行われていない。

の棒）についても新規条例が制定されている 。

いわば、法律でメニューを廃止することによっ

て、法律改正時の想定を越えて、地方公共団体が

独自の発想で土地利用規制に着実に取り組んでい

る結果と評価できる。

（図表 ）制定年別にみた法メニュー以外の

特別用途地区条例数

                                                      
年時点での法メニュー外の独自条例の分析は、

小林条例 頁から 頁に詳しい。それ以降の独自目的

を有している特別用途地区条例で特徴的なものとして

は、法律の用途メニューから用途規制を進化させた「用

途規制進化型」には、杉並区の「低層階商業業務誘導地

区」、福岡市の「戸建て住環境保全地区」に係る条例、

具体的な場所に着目して用途規制を行うことも目的と

した「場所着目型」には、栃木市の「沿道サービス特別

誘導地区」、宇治田原町の「インターチェンジ周辺環境

保全地区」に係る条例、個別の事業実施に伴うものであ

る「プロジェクト着目型」には、昭島市の「立川基地跡

地広域行政機能地区」、西宮市の「災害拠点医療地区」

に係る条例があげられる。
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みが全国的に進展していることが明らかになる。

法律で定めていたメニュー外の目的を有する

特別用途地区条例

年の都市計画法改正によって特別用途地区

の法律上のメニューが廃止された背景には、大規

模店舗の立地規制の見直しと中心市街地の活性化

に関する法制度の整備があった。

この法改正以降の、地方公共団体における条例

制定状況は図表 に示すとおりである。

具体的には、メニューが廃止された 年以降

に、制定年度別 にメニュー外の目的を有する特

別用途地区条例の制定状況をみると、メニュー以

外の特別用途地区条例が着実に制定されている。

さらに、詳細にみると、 年の改正時に想定

していた大規模店舗立地規制を行う「大規模集客

施設制限地区」 以外の目的（図表 のオレンジ

                                                      
法のメニュー外の目的の特別用途地区条例を定めた

もののうち、札幌市条例は建築基準法施行条例で特別用

途地区部分の制定年が不明であること、稚内市、中標津

町、仙台市、山形市、長井市、岐阜市、多治見市、神戸

市、宮崎市、浦添市の 条例で法メニューが存在する

条例にメニュー外の特別用途地区条例部分を追加して

いることから、特別用途地区部分の制定年が不明である。

これを除いたものを図表 で制定年別に表示している。

図表 において、 年から 年にかけて大規模

集客施設制限を目的とする条例が多く制定されている

のは、 年に中心市街地活性化関係の法改正が行わ

れたことを背景としている。ただし、この時点で特別用

途地区制度の変更は行われていない。

の棒）についても新規条例が制定されている 。

いわば、法律でメニューを廃止することによっ

て、法律改正時の想定を越えて、地方公共団体が

独自の発想で土地利用規制に着実に取り組んでい

る結果と評価できる。

（図表 ）制定年別にみた法メニュー以外の

特別用途地区条例数

                                                      
年時点での法メニュー外の独自条例の分析は、

小林条例 頁から 頁に詳しい。それ以降の独自目的

を有している特別用途地区条例で特徴的なものとして

は、法律の用途メニューから用途規制を進化させた「用

途規制進化型」には、杉並区の「低層階商業業務誘導地

区」、福岡市の「戸建て住環境保全地区」に係る条例、

具体的な場所に着目して用途規制を行うことも目的と

した「場所着目型」には、栃木市の「沿道サービス特別

誘導地区」、宇治田原町の「インターチェンジ周辺環境

保全地区」に係る条例、個別の事業実施に伴うものであ

る「プロジェクト着目型」には、昭島市の「立川基地跡

地広域行政機能地区」、西宮市の「災害拠点医療地区」

に係る条例があげられる。

地方公共団体独自の許可制度とその際の手続

の概要

特別用途地区条例については、 で述べたとお

り、地区計画条例と異なり、都市計画法及び建築

基準法上、適用除外規定の制定を義務づける規定

は存在しない。

ただし、 年住宅局長通達において、用途規

制を強化する場合には、許可制度による適用除外

規定を設け、その手続は、建築基準法第 条の規

定に基づく許可制度と同様の制度」、すなわち、「利

害関係人の公開により意見聴取」と「建築審査会

の同意」を措置することが求められていた。

しかし、図表 のとおり、条例に基づいて許可

制度を設けた場合における手続規定は、 年住

宅局長通達に沿ったものは、 割程度であり、そ

の他の地方公共団体の条例では、当該通達にかか

わらず、独自に手続の簡素化を図っている。

（図表 ）特別用途地区条例に基づく許可の手続規定

専門家審査手続の詳細な実態

図表 のとおり、専門家審査手続を設けていな

い条例は、住民参加手続を省略する条例よりは少

ないものの、 （一切の手続なしの と住民参

加手続のみある の合計）存在する。

その一方で、専門家審査手続を設ける場合には、

図表 のとおり、建築基準法に基づく建築審査会

が存在しない市町村では、都市計画審議会を活用

する場合のほか、市町村独自の審議組織を設ける

場合が一定数存在する。この点は、市町村独自の

取組と評価できる。

さらに、建築審査会が市に存在するにもかかわ

らず、許可の際に、建築審査会ではなく、都市計

画審議会の審査を義務づけている特徴的な条例と

して、那須塩原市の特別業務地区、甲府市の大規

模集客施設制限地区に係る条例がある。

（図表 ）特別用途地区条例に基づく許可の際の

専門家審査手続

緩和型特別用途地区条例に基づく許可手続

年住宅局長通達においては、用途地域に基

づく用途規制を強化する「規制強化型の特別用途

地区条例」について、特別用途地区条例に基づく

独自の許可制度については、創設することを求め

ている。その一方で、建築基準法第 条第 項に

基づく「規制緩和型の特別用途地区条例」では、

適用除外を行う許可制度に関する記述は存在しな

い。

年住宅局通達の趣旨は明確ではないが、用

途規制の個別許可による緩和は建築基準法第

条の許可制度によって対応すれば足りると判断し、

緩和型の特別用途地区条例において、条例独自の

許可制度を創設することは想定していなかった可

能性がある。

しかし、図表 で示した規制緩和型条例 のう

ち、図表 に示す 市町村では、緩和対象となる

用途について、市村長の許可 によって対象範囲

を確定する条例を制定している。これらの条例は、

年住宅局通達では想定していなかった可能

性のある市町村における独自の条例制定の取組で

ある。

 

                                                      
なお、図表 のとおり、市町村長の個別の判断で緩

和用途を決める際の用語として、「許可」のほかに「認

める」という用語が用いられている。ここでは、「認め

る」「認定」と「許可」の法的な効果の異同については

議論を省略する。このため、以下は「認める」の規定を

含めて「許可」という用語で用いる。
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（図表 ）緩和型特別用途地区条例で許可等によっ

て緩和対象を定めている条例

 
特別用途地区条例の実態分析の小括

①特別用途地区条例の積極的に評価できる点

特別用途地区について、大規模店舗立地規制の

観点から、 年の法律改正によって法律の規定

からメニューが廃止されたことを受けて、地方公

共団体、特に市区町村が、特別用途地区に関して、

メニュー廃止の当初の想定目的であった大規模店

舗立地規制に加え、様々な目的で、積極的に条例

を制定している。

また、専門家審査手続においても、都市計画審

議会の活用な市町村独自の審査会を設置するなど

独自の取組を規定した条例が多数みられる。さら

に、法律制定時には想定していなかった可能性の

ある、緩和型の特別用途地区条例における許可で

緩和対象を確定する制度もいくつかの市町村条例

でみられる。

これらの特別用途地区条例の実態は、「枠組み法

化」を進める上での地方公共団体の自主的取組の

可能性を強く期待させるものである。

②特別用途地区条例の実態から懸念がある点

その一方で、特別用途地区条例に基づいて用途

規制を適用除外する許可制度について、相当数の

条例で専門家審査手続と住民手続の双方を省略し

ている点については、建築基準法第 条に基づく

用途規制を適用除外とする特定行政庁の許可が、

専門家審査手続と住民参加手続を原則必須（特に

住民参加手続は一切省略を認めない）ことから、

法律上の問題などについて、注意が必要である。

よって、次に、特別用途地区条例に基づく許可

制度をとりあげて詳細な実態分析及び適法性の可

否及び立法政策上の当否の検討を行う。

．特別用途地区条例に基づく許可制度について

の適法性の検討

適法性の可否の検討の枠組み

特別用途地区条例の許可制度、特に、法的な問

題を抱えている住民参加手続を省略している論点

について、憲法との関係、行政手続法制との関係、

建築基準法との関係から適法性について整理をす

る。

特別用途地区条例に基づく許可制度と憲法と

の関係

①行政手続一般と憲法の関係の整理

特別用途地区条例に基づく許可手続は、講学上

は行政手続の一種である「申請許可手続」と解さ

れる。ここでは、まず行政手続、特に、このよう

な申請許可手続のほか、不利益処分などを行う際
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（図表 ）緩和型特別用途地区条例で許可等によっ

て緩和対象を定めている条例

 
特別用途地区条例の実態分析の小括

①特別用途地区条例の積極的に評価できる点

特別用途地区について、大規模店舗立地規制の

観点から、 年の法律改正によって法律の規定

からメニューが廃止されたことを受けて、地方公

共団体、特に市区町村が、特別用途地区に関して、

メニュー廃止の当初の想定目的であった大規模店

舗立地規制に加え、様々な目的で、積極的に条例

を制定している。

また、専門家審査手続においても、都市計画審

議会の活用な市町村独自の審査会を設置するなど

独自の取組を規定した条例が多数みられる。さら

に、法律制定時には想定していなかった可能性の

ある、緩和型の特別用途地区条例における許可で

緩和対象を確定する制度もいくつかの市町村条例

でみられる。

これらの特別用途地区条例の実態は、「枠組み法

化」を進める上での地方公共団体の自主的取組の

可能性を強く期待させるものである。

②特別用途地区条例の実態から懸念がある点

その一方で、特別用途地区条例に基づいて用途

規制を適用除外する許可制度について、相当数の

条例で専門家審査手続と住民手続の双方を省略し

ている点については、建築基準法第 条に基づく

用途規制を適用除外とする特定行政庁の許可が、

専門家審査手続と住民参加手続を原則必須（特に

住民参加手続は一切省略を認めない）ことから、

法律上の問題などについて、注意が必要である。

よって、次に、特別用途地区条例に基づく許可

制度をとりあげて詳細な実態分析及び適法性の可

否及び立法政策上の当否の検討を行う。

．特別用途地区条例に基づく許可制度について

の適法性の検討

適法性の可否の検討の枠組み

特別用途地区条例の許可制度、特に、法的な問

題を抱えている住民参加手続を省略している論点

について、憲法との関係、行政手続法制との関係、

建築基準法との関係から適法性について整理をす

る。

特別用途地区条例に基づく許可制度と憲法と

の関係

①行政手続一般と憲法の関係の整理

特別用途地区条例に基づく許可手続は、講学上

は行政手続の一種である「申請許可手続」と解さ

れる。ここでは、まず行政手続、特に、このよう

な申請許可手続のほか、不利益処分などを行う際

の手続を含めて、行政手続全体についての、憲法

上の位置づけに関する学説は以下の つが存在す

る 。

ア）憲法第 条説

イ）憲法第 条説

ウ）憲法第 条・第 条説併用説

エ）手続的法治国家説（憲法の具体的条文による

のではなく、日本国憲法における法治国の原

理から手続的保障が憲法の要請と考える説）

これらの学説について明確な通説というものは

存在しない。

次に最高裁の判例をみると、行政手続に対して

憲法第 条の条文の適用は否定しないものの、直

ちに具体的な行政手続法理を導くこともせず、個

別に判断している。

申請許可手続に関するものとして、原子炉設置

許可処分に関する判決（最判平成 年 月 日）

では、以下の枠内のとおり述べ、憲法第 条の適

用は認めつつも、住民参加手続が措置されていな

い原子炉設置許可処分について、違憲ではないと

する。

行政手続は、憲法三一条による保障が及ぶと解

すべき場合であっても、刑事手続とその性質にお

いておのずから差異があり、また、行政目的に応

じて多種多様であるから、常に必ず行政処分の相

手方等に事前の告知、弁解、防御の機会を与える

などの一定の手続を設けることを必要とするもの

ではないと解するのが相当である。そして、原子

炉設置許可の申請が規制法二四条一項各号所定の

基準に適合するかどうかの審査は、原子力の開発

及び利用の計画との適合性や原子炉施設の安全性

に関する極めて高度な専門技術的判断を伴うもの

であり、同条二項は、右許可をする場合に、各専

門分野の学識経験者等を擁する原子力委員会の意

見を聴き、これを尊重してしなければならないと

定めている。このことにかんがみると、所論のよ

うに、基本法及び規制法が、原子炉設置予定地の

                                                      
塩野宏『行政法Ⅰ（第六版）』（有斐閣、 ）（以下

「塩野Ⅰ」という） 頁から 頁参照。

周辺住民を原子炉設置許可手続に参加させる手続

及び設置の申請書等の公開に関する定めを置いて

いないからといって、その一事をもって、右各法

が憲法三一条の法意に反するものとはいえず、周

辺住民である上告人らが、本件原子炉設置許可処

分に際し、告知、聴聞の機会を与えられなかった

ことが、同条の法意に反するものともいえない。

以上のことは、最高裁昭和六一年（行ツ）第一一

号平成四年七月一日大法廷判決（民集四六巻五号

四三七頁）の趣旨に徴して明らかである。

さらに、この平成 年 月 日最高裁判決以降

の最高裁判決のうち、憲法第 条と申請許可手続

について論じた判例としては、教科書検定手続に

関する つの判決（最判平成 年 月 日平成

年 月 日）がある が、考え方は同じである。

②建築法制に係る許可手続と憲法との関係について

建築法制の許可手続に特化して、憲法との関係

を議論した学説は管見のかぎりみあたらない 。

このため、まず幅広く、都市計画法制又は建築

法制における許可又は認可手続と憲法第 条又

は第 条との関係を論じた判決を収集した とこ

ろ、東京高裁平成 年 月 日判決が、都市計

画事業認可に関して、住民参加手続を省略してい

ることと憲法第 条との関係を論じていた。

                                                      
許可申請手続と憲法 条関係の判例について、裁判

所判例検索、 インターネット（以下「 」とい

う）、 （以下「 」という）のデー

タベースで「憲法 条」＋「手続」で検索して確認し

た。

を用いて「憲法 条」 「憲法

条」＋「建築」 「都市計画」で検索したが、憲法

条との観点から、建築法制又は都市計画法制における申

請許可手続を論じた論文は見つけることができなかっ

た。

裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで、「憲法 条」 「憲法 条」 「都市計画法」

「建築基準法」＋「許可」 「認可」で民事判例を検索

したところ、 件がヒットしたが、具体的に都市計画

法又は建築基準法に基づく許可又は認可に関する手続

と憲法との関係を論じているのは本文に記載した 件

のみであった。よって、この つのデータベースで調べ

る限り、総合設計など建築基準法に基づく許可について

憲法第 条等で論じたものはみつけることができなか

った。

土地総合研究 2020年夏号 103



その判決のポイントは以下の枠内のとおり。

この点については、法は、都市計画事業認可の

要件として法 条ないし 条を規定しているだ

けで、事業認可の際に関係住民等に対し告知、弁

解、防御の機会を与えなければならない旨の規定

を設けていない。

ところで、直接には刑事手続に関して定められ

た憲法 条の手続的保障が行政手続にも及ぶと

しても、行政手続は、刑事手続とその性質におい

ておのずから差異があり、また、行政目的に応じ

て多種多様であるから、行政処分の相手方に事前

の告知、弁解、防御の機会を与えるかどうかは、

当該処分により制限を受ける権利、利益の内容、

性質、制限の程度、当該処分により達成しようと

する公益の内容、程度、緊急性等を総合較量して

決定されるべきものであって、常に必ずそのよう

な機会を与えることを必要とするものではないと

解される（最高裁平成 年 月 日大法廷判決・

民集 巻 号 頁参照）。そして、法 条に基

づく都市計画事業の認可により制限される権利

は、当該事業に係る事業地内の不動産についての

財産的権利であること、その制限態様は、事業地

内において当該事業の施行の障害となるおそれが

ある土地の形質の変更、建築物の建築、その他工

作物の建設を行うこと等が制限され（法 条

項）、事業地内の土地建物等を有償譲渡しようとす

る際には、施行者に優先的にこれらを買い取るこ

とができる権利が与えられるほか（法 条）、土

地等が収用、使用の対象とされるというものであ

ること（法 条以下）、都市計画及びその事業認

可は、都市の健全な発展と秩序ある整備を図ると

いう公共の利益を達成しようとするものであるこ

と、事業認可の前提となる都市計画の段階では、

都市計画を決定する都道府県知事又は市町村は、

都市計画の案を作成しようとする場合において必

要があると認めるときは、公聴会の開催等、住民

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるも

のとされ（法 条 項）、また、都市計画を決定

しようとするときは、その旨を公告するとともに、

当該都市計画の案を公衆の縦覧に供しなければな

らないものとされ（法 条 項）、上記公告があ

ったときは、住民や利害関係人は、都市計画の案

について、意見書を提出することができるものと

される（同条 項）など、認可に至るまでに、事

業地内の不動産について権利を有する者が事業の

前提となる都市計画について意見を述べる機会が

与えられていること等にかんがみれば、事業認可

に当たり、事業地内の不動産について権利を有す

る者に対し事前に告知、弁解、防御の機会を与え

る旨の規定がなくとも、これをもって、憲法

条の法意に反するものということはできない。

この東京高裁の判決は、原子炉設置許可に関す

る最高裁判決と同じく、憲法第 条の都市計画事

業認可への適用可能性を認めつつも、枠内の下線

のとおり、その適否は具体的にその関係する規定

などをみて判断している。

一方で、特別用途地区条例と憲法第 条又は憲

法第 条との関係で議論している判例はみつけ

ることができなかった 。

このように、特別用途地区条例について、憲法

第 条等の観点からその手続について議論して

いる判例はないものの、上記の都市計画事業認可

に関する判例を踏まえると、特別用途地区条例に

基づく許可手続について、住民参加手続が規定さ

れていないことをもって、単純に、憲法第 条等

に反すると判断することはできない。

特別用途地区条例に基づく許可制度と行政手

続法制との関係

①行政手続法における申請許可手続の論点

行政手続法では、申請処分に対して、第 条の

審査基準作成、第 条の審査、応答、第 条の理

由開示については義務化するとともに、第 条の

標準処理期間、第 条の情報の提供、第 条の公

聴会等の開催については努力義務としている。

                                                      
裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで、「特別用途地区」＋「憲法 条」 「憲法 条」

で検索したところ、東京地裁八王子支部平成 年

月 日の一件のみがヒットするが、この判決では特別

用途地区に関して憲法上の議論はしていない。
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その判決のポイントは以下の枠内のとおり。

この点については、法は、都市計画事業認可の

要件として法 条ないし 条を規定しているだ

けで、事業認可の際に関係住民等に対し告知、弁

解、防御の機会を与えなければならない旨の規定

を設けていない。

ところで、直接には刑事手続に関して定められ

た憲法 条の手続的保障が行政手続にも及ぶと

しても、行政手続は、刑事手続とその性質におい

ておのずから差異があり、また、行政目的に応じ

て多種多様であるから、行政処分の相手方に事前

の告知、弁解、防御の機会を与えるかどうかは、

当該処分により制限を受ける権利、利益の内容、

性質、制限の程度、当該処分により達成しようと

する公益の内容、程度、緊急性等を総合較量して

決定されるべきものであって、常に必ずそのよう

な機会を与えることを必要とするものではないと

解される（最高裁平成 年 月 日大法廷判決・

民集 巻 号 頁参照）。そして、法 条に基

づく都市計画事業の認可により制限される権利

は、当該事業に係る事業地内の不動産についての

財産的権利であること、その制限態様は、事業地

内において当該事業の施行の障害となるおそれが

ある土地の形質の変更、建築物の建築、その他工

作物の建設を行うこと等が制限され（法 条

項）、事業地内の土地建物等を有償譲渡しようとす

る際には、施行者に優先的にこれらを買い取るこ

とができる権利が与えられるほか（法 条）、土

地等が収用、使用の対象とされるというものであ

ること（法 条以下）、都市計画及びその事業認

可は、都市の健全な発展と秩序ある整備を図ると

いう公共の利益を達成しようとするものであるこ

と、事業認可の前提となる都市計画の段階では、

都市計画を決定する都道府県知事又は市町村は、

都市計画の案を作成しようとする場合において必

要があると認めるときは、公聴会の開催等、住民

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるも

のとされ（法 条 項）、また、都市計画を決定

しようとするときは、その旨を公告するとともに、

当該都市計画の案を公衆の縦覧に供しなければな

らないものとされ（法 条 項）、上記公告があ

ったときは、住民や利害関係人は、都市計画の案

について、意見書を提出することができるものと

される（同条 項）など、認可に至るまでに、事

業地内の不動産について権利を有する者が事業の

前提となる都市計画について意見を述べる機会が

与えられていること等にかんがみれば、事業認可

に当たり、事業地内の不動産について権利を有す

る者に対し事前に告知、弁解、防御の機会を与え

る旨の規定がなくとも、これをもって、憲法

条の法意に反するものということはできない。

この東京高裁の判決は、原子炉設置許可に関す

る最高裁判決と同じく、憲法第 条の都市計画事

業認可への適用可能性を認めつつも、枠内の下線

のとおり、その適否は具体的にその関係する規定

などをみて判断している。

一方で、特別用途地区条例と憲法第 条又は憲

法第 条との関係で議論している判例はみつけ

ることができなかった 。

このように、特別用途地区条例について、憲法

第 条等の観点からその手続について議論して

いる判例はないものの、上記の都市計画事業認可

に関する判例を踏まえると、特別用途地区条例に

基づく許可手続について、住民参加手続が規定さ

れていないことをもって、単純に、憲法第 条等

に反すると判断することはできない。

特別用途地区条例に基づく許可制度と行政手

続法制との関係

①行政手続法における申請許可手続の論点

行政手続法では、申請処分に対して、第 条の

審査基準作成、第 条の審査、応答、第 条の理

由開示については義務化するとともに、第 条の

標準処理期間、第 条の情報の提供、第 条の公

聴会等の開催については努力義務としている。

                                                      
裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで、「特別用途地区」＋「憲法 条」 「憲法 条」

で検索したところ、東京地裁八王子支部平成 年

月 日の一件のみがヒットするが、この判決では特別

用途地区に関して憲法上の議論はしていない。

特別用途地区条例に基づく許可制度を検討する

にあたっては、特に同法第 条の公聴会等の開催

の規定の解釈が重要である。なお、参考のため以

下の枠内に行政手続法第 条を記述する。

第 条 行政庁は、申請に対する処分であっ

て、申請者以外の者の利害を考慮すべきことが当

該法令において許認可等の要件とされているもの

を行う場合には、必要に応じ、公聴会の開催その

他の適当な方法により当該申請者以外の者の意見

を聴く機会を設けるよう努めなければならない。

同法第 条の「申請者以外の者の利害を考慮す

べきことが当該法令において許認可等の要件とさ

れているものを行う場合」について、学説上は、

建築確認のように第三者に取消訴訟の当事者適格

が認められている場合に拡張して解釈する考え方

と、行政の示した公定解釈のように文字通り、「他

の産業の利益を損じないこと」のように、第三者

の利害を考慮することが明記されている場合に限

定する考え方 がある。

しかし、いずれにしても、当該規定は努力義務

であること から、行政手続法第 条の規定をも

って、他の法令における規定の当不当を判断する

ことが困難である。また、判例においても、行政

手続法第 条の趣旨に反するという主張に対し

て判決として意見を述べたものは見当たらない 。

                                                      
室井力他編著『コンメンタール行政法Ⅰ（第３版）

行政手続法・行政不服審査違法』（日本評論社、 ）

頁、宇賀克也『行政手続法の解説（第四次改訂版）』

（学陽書房、 ） 頁参照。

一般財団法人行政管理研究センター『逐条解説 行政

手続法（ 年改訂版）』（ぎょうせい、 ）（以下「行

政解釈」という） 頁参照。

学説においては、行政手続法第 条が努力義務にと

どまっている点を批判するものもある。ジュリスト

号 頁から 頁、宇賀克也他編『対話で学ぶ行

政法』（有斐閣、 年） 頁、 頁参照。

裁判所判例検索、 、 のデータベースで「行

政手続法第 条」という用語で検索すると、該当する

判例は令和元年 月 日（東京地裁）のみ。この判決

は、あんま、あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅ

う師の養成施設の認定の申請にあたって被告側が行政

手続法第 条に基づいて適切に処理したと反論したの

みで、判決文ではこの点については特段の意見を述べて

 

②行政手続条例上における許可申請手続

行政手続法は第 条第 項の規定に基づき、地

方校公共団体が行う処分のうち法令に基づく処分

は法律の適用対象とし、条例又は規則に基づくも

のは法律の適用対象外としている。その上で、第

条で行政手続法適用対象外の処分についても、

「この法律の規定の趣旨にのっとり、行政運営に

おける公正の確保と透明性の向上を図るため必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。」とい

う努力義務がなされている。

この結果、ほとんどの地方公共団体で行政手続

法とほぼ同じ内容の行政手続条例が制定されてい

る。

このため、特別用途地区条例に基づく許可手続

については、個々の地方公共団体が定めた行政手

続条例との関係も整理する必要がある。

条例のうち行政手続法第 条と同じく公聴会

等の開催を努力義務として規定しているものが大

多数であるが、許認可申請にあたっての公聴会等

の開催についてより義務化に近い条例としては、

以下の 種類、合計で 条例が存在する 。

ア 条例上、「必要に応じ」「設けるものとする」

と規定しているもの

●鳥取県行政手続条例

●鳥取県智頭町行政手続条例

●鳥取県湯梨浜町行政手続条例

イ 条例上、「必要に応じ」「設けなければならな

い」と規定しているもの

●上越市行政手続条例

ただし、これら 条例は、語尾は他の行政手続

条例よりは強いものの、「必要に応じ」という文言

が残っていて、住民参加手続を完全に義務化して

いるとはいえない。

                                                                                
いない。

条例アーカイブスを用いて、「行政手続条例」＋「意

見を聴く機会を設けるものとする」 「意見を聴く機会

を設けなければならない」で検索した結果、本文で説明

した 条例がヒットした。
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③特別用途地区条例に基づく許可手続と行政手続

条例との関係

行政手続法では、許可申請手続において公聴会

の開催については努力義務にとどめており、大部

分の行政手続条例においても同様である。

ただし、公聴会の開催等についてより義務化に

近い規定ぶりを定めている、上記 県、市町のう

ち、特別用途地区条例のある上尾市の条例（上尾

市特別用途地区内における建築物の制限に関する

条例）では、当該条例第 条に基づく許可手続に

は、建築審査会と利害関係人による公聴会の開催

を義務付けている。

これを踏まえると、一般法である行政手続条例

での公聴会の開催等の義務化に向けての動きがあ

れば、これと連動して、特別用途地区条例に基づ

く許可手続が充実した可能性は否定できない。

しかし、一般論でいえば、特別用途地区条例制

定の県及び市町村の行政手続条例においては、行

政手続法第 条と同等の努力義務規定にとどま

っていること、さらに公聴会等の開催を義務化し

ている条例においても「必要に応じて」という留

保をつけていることから、行政手続条例を根拠に

して、特別用途地区条例における許可手続につい

て住民参加手続等を省略したことについて、違法

と判断することは困難である。

特別用途地区条例に基づく許可制度と建築基

準法制との関係

建築基準法の特別用途地区条例の根拠規定であ

る第 条においては、条例の定め方について、「そ

の地区の指定の目的のためにする建築物の建築の

制限又は禁止に関して必要な規定は、地方公共団

体の条例で定める」と規定しているのみで、具体

的な制限を定めていない。

よって、特別用途地区条例に基づく許可制度を

制定すること、さらにその手続について住民参加

手続を省略することについて、建築基準法に反す

る点は存在しない 。

なお、特別用途地区条例に基づく許可制度につ

いて、住民参加手続等を省略することは、図表

の 年改正の欄に記載されている住宅局長通

達に抵触するという議論も想定できる。しかし、

年の地方分権一括法において、建築基準法の

事務は機関委任事務から自治事務に変更され、国

の通達の発出権限はなくなり、 年住宅局通知

によって 年住宅局通達は技術的助言という

地方公共団体に対して拘束力のない性格のものに

置き換えられていることから、この通達に抵触す

るという問題点も生じない。

以上のとおり、憲法、行政手続法制、建築基準

法との関係で、違憲、違法という問題は生じない。

次に条例立案という立法政策の当否という観点か

ら以下論じる。

．特別用途地区条例に基づく許可制度について

の立法政策上の当否の検討

立法政策上の当否の検討の枠組み

立法政策上の当否にあたっては、まず、特別用

途条例に基づく許可と類似の効果を有する建築基

準法第 条に基づく特定行政庁の許可（以下「特

例許可」という）との手続におけるバランスとい

う論点、さらに、当該許可に関係するプレーヤー

ごとの当否という観点から論じる。

なお、以下の当否の議論の前提として、規制強

化型の特別用途地区条例の許可制度（図表 の真

                                                      
なお、本文では詳述しなかったが、 年以前に都

市計画法及び施行令で規定されていた特別用途地区の

メニュー以外の目的の特別用途地区条例の制定につい

ては、 年の都市計画法改正の趣旨に合致するもの

であり、そもそも法に抵触するという議論は存在しない。

「緩和型の特別用途地区条例において、緩和対象を市町

村長の許可に委ねること」についても、特別用途地区条

例に関する建築基準法第 条の規定と特段抵触するも

のはなく、建築基準法違反の点ない。

なお、「緩和型の特別用途地区条例において、緩和対

象を市町村長の許可等に委ねること」については、緩和

型の特別用途地区条例制定にあたって、建築基準法第

条第 項に基づき国土交通大臣に承認を得ているこ

とから、少なくとも建築基準法所管省庁である国土交通

省は法的問題があるとは解していない。
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③特別用途地区条例に基づく許可手続と行政手続

条例との関係

行政手続法では、許可申請手続において公聴会

の開催については努力義務にとどめており、大部

分の行政手続条例においても同様である。

ただし、公聴会の開催等についてより義務化に

近い規定ぶりを定めている、上記 県、市町のう

ち、特別用途地区条例のある上尾市の条例（上尾

市特別用途地区内における建築物の制限に関する

条例）では、当該条例第 条に基づく許可手続に

は、建築審査会と利害関係人による公聴会の開催

を義務付けている。

これを踏まえると、一般法である行政手続条例

での公聴会の開催等の義務化に向けての動きがあ

れば、これと連動して、特別用途地区条例に基づ

く許可手続が充実した可能性は否定できない。

しかし、一般論でいえば、特別用途地区条例制

定の県及び市町村の行政手続条例においては、行

政手続法第 条と同等の努力義務規定にとどま

っていること、さらに公聴会等の開催を義務化し

ている条例においても「必要に応じて」という留

保をつけていることから、行政手続条例を根拠に

して、特別用途地区条例における許可手続につい

て住民参加手続等を省略したことについて、違法

と判断することは困難である。

特別用途地区条例に基づく許可制度と建築基

準法制との関係

建築基準法の特別用途地区条例の根拠規定であ

る第 条においては、条例の定め方について、「そ

の地区の指定の目的のためにする建築物の建築の

制限又は禁止に関して必要な規定は、地方公共団

体の条例で定める」と規定しているのみで、具体

的な制限を定めていない。

よって、特別用途地区条例に基づく許可制度を

制定すること、さらにその手続について住民参加

手続を省略することについて、建築基準法に反す

る点は存在しない 。

なお、特別用途地区条例に基づく許可制度につ

いて、住民参加手続等を省略することは、図表

の 年改正の欄に記載されている住宅局長通

達に抵触するという議論も想定できる。しかし、

年の地方分権一括法において、建築基準法の

事務は機関委任事務から自治事務に変更され、国

の通達の発出権限はなくなり、 年住宅局通知

によって 年住宅局通達は技術的助言という

地方公共団体に対して拘束力のない性格のものに

置き換えられていることから、この通達に抵触す

るという問題点も生じない。

以上のとおり、憲法、行政手続法制、建築基準

法との関係で、違憲、違法という問題は生じない。

次に条例立案という立法政策の当否という観点か

ら以下論じる。

．特別用途地区条例に基づく許可制度について

の立法政策上の当否の検討

立法政策上の当否の検討の枠組み

立法政策上の当否にあたっては、まず、特別用

途条例に基づく許可と類似の効果を有する建築基

準法第 条に基づく特定行政庁の許可（以下「特

例許可」という）との手続におけるバランスとい

う論点、さらに、当該許可に関係するプレーヤー

ごとの当否という観点から論じる。

なお、以下の当否の議論の前提として、規制強

化型の特別用途地区条例の許可制度（図表 の真

                                                      
なお、本文では詳述しなかったが、 年以前に都

市計画法及び施行令で規定されていた特別用途地区の

メニュー以外の目的の特別用途地区条例の制定につい

ては、 年の都市計画法改正の趣旨に合致するもの

であり、そもそも法に抵触するという議論は存在しない。

「緩和型の特別用途地区条例において、緩和対象を市町

村長の許可に委ねること」についても、特別用途地区条

例に関する建築基準法第 条の規定と特段抵触するも

のはなく、建築基準法違反の点ない。

なお、「緩和型の特別用途地区条例において、緩和対

象を市町村長の許可等に委ねること」については、緩和

型の特別用途地区条例制定にあたって、建築基準法第

条第 項に基づき国土交通大臣に承認を得ているこ

とから、少なくとも建築基準法所管省庁である国土交通

省は法的問題があるとは解していない。

ん中の列）と緩和型の特別用途地区制度の許可制

度（図表 の右の列）について、特例許可と同じ

性格のものであることを確認的に述べる。

用途地域規制を強化した上で許可によって緩和

する規制強化型の特別用途地区条例の許可制度

（図表 の真ん中の列）は、用途規制を強化した

内容を再度緩和するものであり、周辺環境への影

響が少ないことから、用途地域に基づく用途規制

を緩和する特例許可（図表 の左の列）と手続面

で同等に扱わなくてもよいという議論もありうる。

規制強化型の特別用途地区条例が制定された当

初は、従来の用途規制より強化されており、仮に

特別用途地区条例に基づく許可で用途緩和しても

周辺住民等への悪影響はないようにも見える。し

かし、当該条例が制定後一定期間経過後は、この

規制強化した内容の用途規制を前提にして周辺住

民等は居住や事業活動を行っていることから、そ

の用途規制を条例に基づく許可で緩和した場合に

は、周辺の地域住民等に対する予想外の悪影響を

与える可能性がある。この意味で、規制強化型の

特別用途地区条例に基づく許可についても、特例

許可と同じように、周辺住民等への悪影響の発生

防止の判断をする必要がある。

なお、緩和型の特別用途地区条例（図表 の右

の列）については、許可で緩和内容を一層深堀り

にすることから、条例制定当初から周辺の地域住

民等に影響があるので、特例許可と性格は全く同

じと解することができる。

以上の分析から明らかなとおり、特別用途地区

条例に基づく許可等による用途規制の緩和につい

ては、周辺住民との関係においては、特例許可と

同じ性格を有しており、特例許可と異なる手続規

定、特に住民参加手続の省略が適切かどうかにつ

いて検証する必要がある。

特別用途地区条例に基づく許可と特例許可と

の比較からの当否の検討

①特例許可にかかる手続の考え方

以下、特例許可の許可手続の法制度としての考

え方を整理する。

建築基準法第 条で用途地域の用途規制を緩

和するにあたっては、同条第 項の規定に基づき、

「利害関係を有する者の出頭を求めて公開により

意見を聴取」と「建築審査会の同意」の二つの手

続が必要とされている。

ただし、 年建築基準法改正において、一定

の場合には、「建築審査会の同意」を省略できるこ

とになったが、住民参加手続は引き続き必要とさ

れた 。このため、ここでは、特に、「住民参加手

                                                      
年改正の公定解釈と考えられる『令和元年 月

施行 政令・省令対応Ｑ＆Ａ 改正建築基準法のポイント』

 

（図表 ）建築基準法第 条許可と特別用途地区条例に基づく許可の関係
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続」に着目して、その存在理由を明らかにする。

まず、特例許可に関する住民参加手続の根拠に

ついて、国土交通省等の公定解釈は図表 のとお

りである。

以上のとおり、特例許可に伴う住民参加手続は、

                                                                                
（新日本法規、 ） 頁では「住環境の悪化を防止

するための措置が講じられていた場合でも、最終的には、

建築物の個別の計画及び利害関係者の意見を踏まえ、特

定行政庁が特例許可の是非を判断できるよう、引き続き

公開により意見を聴取することとされました。」と説明

している。しかし、図表 のように住民参加手続を必須

として理由は明確には述べていない。

他の集団規定の許可に比べて周辺住民への悪影響

を与える可能性が高いと評価している。

次に、特例許可による周辺住民等への悪影響の

内容について、建築基準法所管部局が技術的通知

として発出している同条の許可基準（図表 ）か

ら分析する。

以上の基準について、例えば、国土交通省住宅

局市街地建築課発出の「総合設計許可準則に関す

る技術基準」 と比べてみると、

                                                      
以下の の通知を参照。

 

（図表 ）建築基準法第 条の許可の際の住民参加手続の必要性に関する公定解釈

（図表 ）国土交通省通知で示している特例許可の許可基準の概要

（備考）正式の通知名は、それぞれ、「規制改革の推進と都市計画・建築規制制度の運用について」（国土交通省都

市・地域整備局都市計画課長・住宅局市街地建築課長、平成 年 月 日）、「自動車修理工場の立地に

関する建築基準法第 条の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（国土交通省住宅局市街地

建築課長、平成 年 月 日）、「第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域におけるコンビ

ニエンスストアの立地に対する建築基準法第 条の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（国

土交通省住宅局市街地建築課長、平成 年 月 日）である。
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続」に着目して、その存在理由を明らかにする。

まず、特例許可に関する住民参加手続の根拠に

ついて、国土交通省等の公定解釈は図表 のとお

りである。
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（新日本法規、 ） 頁では「住環境の悪化を防止

するための措置が講じられていた場合でも、最終的には、

建築物の個別の計画及び利害関係者の意見を踏まえ、特

定行政庁が特例許可の是非を判断できるよう、引き続き

公開により意見を聴取することとされました。」と説明

している。しかし、図表 のように住民参加手続を必須

として理由は明確には述べていない。

他の集団規定の許可に比べて周辺住民への悪影響

を与える可能性が高いと評価している。

次に、特例許可による周辺住民等への悪影響の

内容について、建築基準法所管部局が技術的通知

として発出している同条の許可基準（図表 ）か

ら分析する。

以上の基準について、例えば、国土交通省住宅

局市街地建築課発出の「総合設計許可準則に関す

る技術基準」 と比べてみると、

                                                      
以下の の通知を参照。

 

（図表 ）建築基準法第 条の許可の際の住民参加手続の必要性に関する公定解釈

（図表 ）国土交通省通知で示している特例許可の許可基準の概要

（備考）正式の通知名は、それぞれ、「規制改革の推進と都市計画・建築規制制度の運用について」（国土交通省都

市・地域整備局都市計画課長・住宅局市街地建築課長、平成 年 月 日）、「自動車修理工場の立地に

関する建築基準法第 条の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（国土交通省住宅局市街地

建築課長、平成 年 月 日）、「第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域におけるコンビ

ニエンスストアの立地に対する建築基準法第 条の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（国

土交通省住宅局市街地建築課長、平成 年 月 日）である。

ア 総合設計の基準が公開空地の設計内容など建

築確認申請書レベルで容易にチェックできる

内容なのに対して、建築基準法第 条許可の

基準は、騒音、臭気や道路交通対策など建築

確認申請書レベルではチェックできず、設置

する設備や営業の仕方などまで踏み込んだ内

容になっていること

イ 総合設計基準とは異なり、工業専用地域や第

一種低層住居専用地域などでのコンビニエン

スストアの許可基準では、立地する施設自体

が地域住民や企業に対して貢献すること自体

を判断していること

に特徴がある。

これを踏まえると、建築基準法所管部局が指摘

する「集団規定の他の許可の場合と比較して、当

該建築物の周辺住民に対して与える影響が大であ

るため住民参加手続が不可欠である」という指摘

は、総合設計の許可（法律上は住民参加手続は不

要）とは異なり、以下の 点の要素から、建築基

準法第 条の住民参加手続を必要とする理由と

解される。

ア 設備や営業の仕方などまで踏み込んだ内容自

体は、客観的に図面等で評価できず、周辺住

民等側から具体的に意見を聞いて、対象地域

で許容範囲かどうかを判断するのが適切であ

ること

イ 周辺住民や企業にとって貢献する内容かどう

かは、周辺住民等の意見を聴いて判断するこ

とが最も簡便かつ合理的な方法であること

②特例許可の許可手続からみた特別用途地区条例

に基づく許可手続の評価

上記 ①の分析を前提にすれば、特別用途地区

条例に基づく許可によって用途規制を緩和する場

合でも、特例許可の用途規制と同じく、新たな用

途の建築物が建築又は用途変更で立地することに

対して、設備や営業の仕方などまで踏み込む必要

性や、周辺住民等に貢献する施設であるかを判断

                                                                                

する必要性はあると解釈するのが自然である。

よって、特別用途地区条例に基づく許可手続で

住民参加手続を省略することは、建築基準法に基

づく特例許可とのバランスからみて、立法政策上

は適当ではないと解することできる。

ただし、図表 のとおり、相当多数の特別用途

地区条例において、住民参加手続及び専門家審査

手続を省略していることから、この特例許可との

バランスに加えて、特別用途地区条例に基づく許

可に関係するプレーヤーごとに、その当否を詳し

く分析する。

特別用途地区条例に基づく許可に係るプレー

ヤーごとの当否の検討

①プレーヤーごとの当否の全体像

特別用途地区条例に基づく許可に関するプレー

ヤーは、許可申請者、許可を行う地方公共団体、

そして許可を受ける事業地の近隣住民の三者であ

る。

その三者にとって、住民参加手続及び専門家手

続を規定しない条例が、この三者にとって、どの

ような影響を与えるかについて整理したものは図

表 である。

以下、具体的に説明する。

②近隣住民にとってのメリット・デメリット

近隣住民にとっては、特別用途地区条例に基づ

く許可手続において、住民参加手続の規定されて

いないことは、住民が手続に参加する機会が制限

されること、仮に地方公共団体の運用でそれが実

施されるとしても、地方公共団体の判断でその手

続が省略される可能性もあることから、住民にと

っては不利な制度になる。

なお、近隣住民にとっての当事者適格の論点に

ついては、③で説明する。

③地方公共団体にとってのメリット・デメリット

住民の意見を聞くことは、職員の事務負担の増

加になること から、条例で住民参加手続を規定

                                                      
行政解釈 頁では、申請に対する処分に対して公

聴会等の開催を努力義務とした理由の一つとして、一律
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しないことは、この観点から地方公共団体にとっ

て、有利と考える要素がある。専門家審査手続を

条例で規定しないことも同様である。

次に特別用途地区条例に基づく許可に関する訴

訟に関する論点を説明する。

特別用途地区条例に基づく許可は、処分性があ

り、さらに、抽象的な要件のみ規定されている裁

量的な行為である。このような裁量性のある処分

の取消を争う場合には、近年の判例においては、

「その判断の過程において重視すべきでない考慮

事項を重視するなど、考慮した事項に対する評価

が明らかに合理性を欠いているというようなこと

はないか。また他方で、当然考慮すべき事項を十

分に考慮していないといったようなことはないか

という視点から検討し、裁量権の逸脱・濫用が無

かったかどうかの判断をする」のが通例となって

おり 、これを学説上は「判断過程審査（統制）

方式」と言われている。

                                                                                
に意見聴取を行うことが「行政効率を著しく阻害すると

考えられるケースがあ」るとする。

原田尚彦『訴えの利益』（弘文堂、 ）第 章、村

上裕章「判断過程審査の現状と課題」（判例時報第

巻 号、 ）藤田宙靖「自由裁量論の諸相―裁量処分

の司法審査を巡って―」（日本学士院紀要第 巻第

号、 ）、橋本博之「行政裁量と判断過程統制」（法學

研究、 ）、大橋洋一『行政法Ⅱ（第 版）』（有斐閣、

） 頁参照。

この「判断過程審査方式」をとる際に、特に、

専門技術的な判断を行政側が行う場合には、「専門

技術的な審査を行う手続が制度化されていること

を条件」として、「行政の判断を尊重する」という

考え方が図表 の最高裁判決 で示されている。

特別用途地区条例に基づく許可を扱った判例は

存在しないものの、図表 のとおり、建築基準法

の総合設計に関する許可について、その判断は専

門技術的な判断と整理されている 。

総合設計の許可に比べ、用途規制の緩和を扱う

特別用途地区条例に基づく許可は、 で述べた

とおり、総合設計の許可に比べ、より複雑で専門

的な判断を必要とする。

さらに、図表 の「専門技術的な審査を行う手

続が制度化されていることを条件として、行政の

判断を尊重するという考え方」という最高裁判決

                                                      
図表 では、専門技術的な判断についての考え方を

明らかにした平成 年 月 日最高裁の伊方原発判決

とそれ以降この最高裁判決を引用した最高裁判例を、

のデータベースで検索して示している。

裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで、「建築基準法 条」＋「特定行政庁」＋「許可」

で検索すると 件の判例がヒットするが、特例許可の

専門技術性を明確に述べたものは存在しなかった。同じ

つのデータベースで「建築基準法 条の 」＋「特定

行政庁」＋「許可」で検索すると、 件ヒットし、総

合設計許可の専門技術性を明確に述べたものは図表

の 件である。

（図表 ）特別用途地区条例に基づく許可において住民参加手続等が省略された場合の

メリット・デメリット
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しないことは、この観点から地方公共団体にとっ

て、有利と考える要素がある。専門家審査手続を

条例で規定しないことも同様である。

次に特別用途地区条例に基づく許可に関する訴

訟に関する論点を説明する。

特別用途地区条例に基づく許可は、処分性があ

り、さらに、抽象的な要件のみ規定されている裁

量的な行為である。このような裁量性のある処分

の取消を争う場合には、近年の判例においては、

「その判断の過程において重視すべきでない考慮

事項を重視するなど、考慮した事項に対する評価

が明らかに合理性を欠いているというようなこと

はないか。また他方で、当然考慮すべき事項を十

分に考慮していないといったようなことはないか

という視点から検討し、裁量権の逸脱・濫用が無

かったかどうかの判断をする」のが通例となって

おり 、これを学説上は「判断過程審査（統制）

方式」と言われている。

                                                                                
に意見聴取を行うことが「行政効率を著しく阻害すると

考えられるケースがあ」るとする。

原田尚彦『訴えの利益』（弘文堂、 ）第 章、村

上裕章「判断過程審査の現状と課題」（判例時報第

巻 号、 ）藤田宙靖「自由裁量論の諸相―裁量処分

の司法審査を巡って―」（日本学士院紀要第 巻第

号、 ）、橋本博之「行政裁量と判断過程統制」（法學

研究、 ）、大橋洋一『行政法Ⅱ（第 版）』（有斐閣、

） 頁参照。

この「判断過程審査方式」をとる際に、特に、

専門技術的な判断を行政側が行う場合には、「専門

技術的な審査を行う手続が制度化されていること

を条件」として、「行政の判断を尊重する」という

考え方が図表 の最高裁判決 で示されている。

特別用途地区条例に基づく許可を扱った判例は

存在しないものの、図表 のとおり、建築基準法

の総合設計に関する許可について、その判断は専

門技術的な判断と整理されている 。

総合設計の許可に比べ、用途規制の緩和を扱う

特別用途地区条例に基づく許可は、 で述べた

とおり、総合設計の許可に比べ、より複雑で専門

的な判断を必要とする。

さらに、図表 の「専門技術的な審査を行う手

続が制度化されていることを条件として、行政の

判断を尊重するという考え方」という最高裁判決

                                                      
図表 では、専門技術的な判断についての考え方を

明らかにした平成 年 月 日最高裁の伊方原発判決

とそれ以降この最高裁判決を引用した最高裁判例を、

のデータベースで検索して示している。

裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで、「建築基準法 条」＋「特定行政庁」＋「許可」

で検索すると 件の判例がヒットするが、特例許可の

専門技術性を明確に述べたものは存在しなかった。同じ

つのデータベースで「建築基準法 条の 」＋「特定

行政庁」＋「許可」で検索すると、 件ヒットし、総

合設計許可の専門技術性を明確に述べたものは図表

の 件である。

（図表 ）特別用途地区条例に基づく許可において住民参加手続等が省略された場合の

メリット・デメリット

を踏まえれば、特別用途地区条例に基づく許可手

続において、専門家審査手続及び住民参加手続と

いう専門技術的な審査手続規定が整備されていれ

ば、裁判所の判断において、行政の判断が尊重さ

れることが推測できる。

逆に、特別用途地区条例において専門家審査手

続等を明記されていない場合には、この判例の法

理が適用されず、より実体的な審査が行われるこ

とになる。この結果、行政側が自らの判断が裁量

の範囲を逸脱していないことの立証が相対的に困

（図表 ）専門技術的な判断について行政に判断を委ねることが明記された判決

（図表 ）建築基準法の総合設計に関する許可の判断が専門技術的なものと明記した判決
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難となると解される。

よって、特別用途地区条例に基づく許可に対す

る取消訴訟対応という観点からは、条例に専門家

審査手続等を規定しないことは、地方公共団体に

とってデメリットが生じる。

次に、取消訴訟の当事者適格の範囲が許可手続

において住民参加手続を規定するか否かで変わる

かについて論じる。

特例許可の取消訴訟（図表 参照） 及び総合

設計の取消訴訟 （図表 参照）に係る判決にお

ける当事者適格の判断をみると、個別の建築物の

形態や実際の交通発生の状況など、具体的な影響

の内容を判断して、個別的な利益を侵害された者

に限って、取消訴訟を提起することができる当事

者適格がある者と判断している。

一方で、東京都の総合設計許可要綱に基づく公

聴会に関する判決において、公聴会の開催は許可

権者の裁量的な判断を的確に行うためものもので

あり、公聴会の参加資格の範囲が、当事者適格の

範囲には直結しないことを明らかにしている

（図表 参照）。さらに、建築基準法第 条の特

例許可について、行政実務としては「公聴会で意

                                                      
裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで、「建築基準法 条」＋「特定行政庁」＋「許可」

で検索した 件の判例のうち、近隣住民等の当事者適

格を論じたものは図表 の 判決である。最高裁判所

判決はみつからなかった。取消訴訟の当事者適格の範囲

が 年の行政事件訴訟法改正で第 条第 項が追加

されたこと、 年 月 日の小田急訴訟最高裁判決

を経て近年は近隣住民等に当事者適格を認めてきてい

る。

裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで「建築基準法 条の 」＋「特定行政庁」＋「許

可」で検索すると、 件ヒットし、そのうち、 件が

総合設計の許可に対する取消訴訟の当事者適格を具体

的に述べている。図表 の明記した最高裁判決の前に

は一部下級審において当事者適格を否定した事例もあ

ったが、これらの最高裁判決以降は、当該最高裁判決に

従って下級審では、総合設計許可の当事者適格について

判断を行っている。

裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで「建築基準法」＋「許可」＋「公聴会」で検索して

建築基準法の許可を扱った判決は あるが、具体的に

公聴会の性格や当事者適格を論じたものは図表 の

判決である。

見を述べることができる利害関係人は、建築物の

周囲 （物件によっては ）内の地権者であ

る」という運用 がなされている。この建築基準

法第 条に基づく行政実務に基づく公聴会の参

加資格の範囲は、取消訴訟の当事者適格の判断の

前提となる個別的な利益を侵害された者よりも幅

広くなるように運用している。

これらを踏まえると、特別用途地区条例に基づ

く許可手続において住民参加手続を設けたとして

も、住民参加手続に参加できる者の範囲に左右さ

れるのではなく、個別建築物の実態などを踏まえ

て、個別的な利益が侵害されたかどうかで、当事

者適格の範囲は判断されることが推測できる。

よって、当事者適格の範囲という観点からは、

特別用途地区条例に基づく許可手続に住民参加手

続を条例上規定することは、地方公共団体にとっ

て、取消訴訟を訴えられる範囲が広がるといった

不利な要素は特段ない。要は有利でも不利でもな

い。これは住民の立場からも同じである。

④許可申請者にとってのメリット・デメリット

許可申請者は、特別用途地区条例に基づく用途

規制の緩和を許可によってえることによって建築

物の建築または用途変更を行うことから、その許

可が法的に安定することが重要である。

よって、②で述べたとおり特別用途地区条例に

基づく専門家審査手続及び住民参加手続が省略さ

れることによって、近隣住民等からの取消訴訟に

対する許可権者である地方公共団体がその許可の

正当性を立証しにくくなることは、許可申請者の

立場を脅かすことになる。よって、これらの手続

省略は許可申請者にとってのデメリットとなる。

特別用途地区条例に基づく許可手続自体は地方

公共団体で実施するので、専門家審査手続等の省

略は基本的には、許可申請者にとってのメリット

は存在しない。

                                                      
「建築基準法第四八条第九項に規定する「その許可

に利害関係を有する者」の範囲」（ 年 月 日 長

野県部長宛 住街発 ）参照。 
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難となると解される。

よって、特別用途地区条例に基づく許可に対す

る取消訴訟対応という観点からは、条例に専門家

審査手続等を規定しないことは、地方公共団体に

とってデメリットが生じる。

次に、取消訴訟の当事者適格の範囲が許可手続

において住民参加手続を規定するか否かで変わる

かについて論じる。

特例許可の取消訴訟（図表 参照） 及び総合

設計の取消訴訟 （図表 参照）に係る判決にお

ける当事者適格の判断をみると、個別の建築物の

形態や実際の交通発生の状況など、具体的な影響

の内容を判断して、個別的な利益を侵害された者

に限って、取消訴訟を提起することができる当事

者適格がある者と判断している。

一方で、東京都の総合設計許可要綱に基づく公

聴会に関する判決において、公聴会の開催は許可

権者の裁量的な判断を的確に行うためものもので

あり、公聴会の参加資格の範囲が、当事者適格の

範囲には直結しないことを明らかにしている

（図表 参照）。さらに、建築基準法第 条の特

例許可について、行政実務としては「公聴会で意

                                                      
裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで、「建築基準法 条」＋「特定行政庁」＋「許可」

で検索した 件の判例のうち、近隣住民等の当事者適

格を論じたものは図表 の 判決である。最高裁判所

判決はみつからなかった。取消訴訟の当事者適格の範囲

が 年の行政事件訴訟法改正で第 条第 項が追加

されたこと、 年 月 日の小田急訴訟最高裁判決

を経て近年は近隣住民等に当事者適格を認めてきてい

る。

裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで「建築基準法 条の 」＋「特定行政庁」＋「許

可」で検索すると、 件ヒットし、そのうち、 件が

総合設計の許可に対する取消訴訟の当事者適格を具体

的に述べている。図表 の明記した最高裁判決の前に

は一部下級審において当事者適格を否定した事例もあ

ったが、これらの最高裁判決以降は、当該最高裁判決に

従って下級審では、総合設計許可の当事者適格について

判断を行っている。

裁判所判例検索、 、 の つのデータベー

スで「建築基準法」＋「許可」＋「公聴会」で検索して

建築基準法の許可を扱った判決は あるが、具体的に

公聴会の性格や当事者適格を論じたものは図表 の

判決である。

見を述べることができる利害関係人は、建築物の

周囲 （物件によっては ）内の地権者であ

る」という運用 がなされている。この建築基準

法第 条に基づく行政実務に基づく公聴会の参

加資格の範囲は、取消訴訟の当事者適格の判断の

前提となる個別的な利益を侵害された者よりも幅

広くなるように運用している。

これらを踏まえると、特別用途地区条例に基づ

く許可手続において住民参加手続を設けたとして

も、住民参加手続に参加できる者の範囲に左右さ

れるのではなく、個別建築物の実態などを踏まえ

て、個別的な利益が侵害されたかどうかで、当事

者適格の範囲は判断されることが推測できる。

よって、当事者適格の範囲という観点からは、

特別用途地区条例に基づく許可手続に住民参加手

続を条例上規定することは、地方公共団体にとっ

て、取消訴訟を訴えられる範囲が広がるといった

不利な要素は特段ない。要は有利でも不利でもな

い。これは住民の立場からも同じである。

④許可申請者にとってのメリット・デメリット

許可申請者は、特別用途地区条例に基づく用途

規制の緩和を許可によってえることによって建築

物の建築または用途変更を行うことから、その許

可が法的に安定することが重要である。

よって、②で述べたとおり特別用途地区条例に

基づく専門家審査手続及び住民参加手続が省略さ

れることによって、近隣住民等からの取消訴訟に

対する許可権者である地方公共団体がその許可の

正当性を立証しにくくなることは、許可申請者の

立場を脅かすことになる。よって、これらの手続

省略は許可申請者にとってのデメリットとなる。

特別用途地区条例に基づく許可手続自体は地方

公共団体で実施するので、専門家審査手続等の省

略は基本的には、許可申請者にとってのメリット

は存在しない。

                                                      
「建築基準法第四八条第九項に規定する「その許可

に利害関係を有する者」の範囲」（ 年 月 日 長

野県部長宛 住街発 ）参照。 

（図表 ）特例許可に対する取消訴訟の当事者適格関係の判決
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（図表 ）総合設計の許可に対する取消訴訟の当事者適格関係の判決

（図表 ）公聴会の性格及び当事者適格との関係を論じた判決
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（図表 ）総合設計の許可に対する取消訴訟の当事者適格関係の判決

（図表 ）公聴会の性格及び当事者適格との関係を論じた判決

特別用途地区条例に基づく許可制度について

の立法政策上の当否の小括

特別用途地区条例に基づく許可手続において、

住民参加手続を省略することは、建築基準法に基

づく特例許可の審査内容と同じ性格の審査を行う

という観点から適切でないと解される。

一方で、特別用途地区条例に基づく許可制度に

おいて、住民参加手続を省略することは近隣住民

等にとっては、手続上不利になることは当然なが

ら、専門家審査手続及び住民参加手続を省略する

ことによって、許可に対する取消訴訟に対して裁

判において地方公共団体が裁量の範囲を逸脱して

いないことを立証することが困難になり、これら

の手続を省略することは行政側にとって不利にな

る側面があることが明らかになった。

なお、立法政策上の当否を検討する上で、図表

のとおり、住民参加手続等を実施するうえで、

地方公共団体の職員の事務負担の課題は残ってい

る。図表 でみると、約半数の条例においては既

に専門家審査手続を講じているのに対して、住民

参加手続については約 割の条例で省略している

ことを踏まえると、住民参加手続について特に事

務負担の軽減策を同時に検討する必要がある。

この問題に対応するため、条例上、事業者側に

一定の住民説明手続を事前に行うことを求める規

定によって対応することを、以下、提案する。

類似の条例上の規定は、特別用途地区条例では

ないものの、類似の性格を持つ地区計画条例で、

条例に基づく許可手続の前に事業者に地元説明を

求めている例、すなわち、東京都練馬区の「練馬

区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例」第 条及び同条例施行規則第 条が参考

になると考える。

例えば、この条例を参考にして、特別用途地区

条例上、許可規定の次の条文に以下の条文を追加

することが考えられる。

第●条 第×条但書に規定する許可を申請する

者は、規則の定めるところに基づき、説明会を実

施し、近隣住民の意見及び当該意見に対する申請

者の見解を市町村長に報告しなければならない。

．特別用途地区条例に基づく許可手続からみた

「枠組み法化」への示唆

特別用途地区条例が、以前に都市計画法で定め

られていたメニューを大幅に拡大して多様な目的

で制定されていること、建築基準法の規定に反し

ない範囲で規制緩和型の特別用途地区条例におい

ても許可による緩和制度をもうけていることなど

を踏まえると、都市計画法制の「枠組み法化」に

よって、地方公共団体の独自の条例制度などを行

っていくことが強く推測される。

一方で、地方公共団体独自の判断に委ねた結果、

事務負担の重さなどを背景にして、住民参加手続

などの手続を建築基準法と比較しても、省略する

傾向が見られる。このような手続規定の軽視は、

市民にとっての住民参加の機会を狭めるだけでな

く、行政自らの判断の正当性を弱める可能性も有

している。

住民参加手続などの基本的な枠組みについては、

都市計画法制の「枠組み法化」するにあたっても、

一定の基準を法定化することを検討すべきと考え

る。

この「基準を法定化」する場合においても、法

律によって明確に条例に制限を設ける場合と、一

定の基準を示して地方公共団体側に一定の判断の

余地を残す場合がある。

地区計画条例において既存建築物の適用除外規

定を設けることを求める建築基準法第 条の

第 項は前者の例であり、後者の例としては、建

築基準法第 条の建築審査会の任期や都市公園

法第 条第 項の公園設置基準などについて条例

で参酌することのみを求めている例がある。

例えば、今回の特別用途地区条例の分析を踏ま

えて、特別用途地区条例制度を改善するとすれば、

住民参加手続については、法律において条例で規

定することを規定する一方で、法律レベルでも省

略が認められている専門家審査会については、設

置を参酌基準とすることが考えられる。ただし、

この際にも、住民参加手続を規定することを法律

で求めるとしても、住民参加の方法については、

で述べたとおり、地方公共団体の事情に応じ
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て多様な対応がとれるよう、建築基準法第 条の

「利害関係人の公開により意見聴取」という手法

に限定しない配慮が必要と考える。

さらに、「枠組み法化」が進めば、条例レベルで

の法的検討、立法政策上の検討がより重要になる

ことから、条例制定作業を担う地方公共団体職員

をサポートする、専門家などの支援体制の整備も

重要と考える。

．まとめ

本研究では、「枠組み法化」を既に先行的に実現

している特別用途地区条例について、その実態把

握を行い、地方公共団体の自主性が発揮している

部分として評価できる部分と、住民参加手続等手

続が省略という、憲法、法律上は問題が生じない

ものの、立法政策上の懸念のある部分の双方を明

らかにした。そしてそれを踏まえて、都市計画法

制の「枠組み法化」を行うにあたっての課題を明

らかにした。

都市計画法制の「枠組み法化」という将来的な

課題への対応の際はもとより、全体的な制度の改

正が行われなくとも、部分的に既存制度の規律密

度を下げたり、規律密度の低い新しい制度創設を

行うにあたっても、本研究で行った実態に即した

「枠組み法化」に伴う影響や課題を踏まえて、制

度設計が行われることを期待する。

[ささき しょうじ]
[(一財)土地総合研究所 専務理事]
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